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集団検診の日程きまる

 今年は６月１５日（土）です。
 申込みは６名まで（内２名申込あり）

４
月
か
ら
年
５
日
の

年
次
有
給
休
暇
確
実
な
取
得

労
働
基
準
法
が
改
正
さ
れ
、
２

０
１
９
年
４
月
か
ら
、
全
て
の
企

業
に
お
い
て
、
年
１
０
日
以
上
の

年
次
有
給
休
暇
が
付
与
さ
れ
る

労
働
者
に
対
し
て
、
年
次
有
給
休

暇
の
日
数
の
う
ち
年
５
日
に
つ

い
て
は
、
使
用
者
が
時
季
を
指
定

し
て
取
得
さ
せ
る
こ
と
が
義
務

付
け
ら
れ
ま
し
た
。

消
費
税
納
税
相
談

消
費
税
確
定
申
告
・
納
付
期
限
が
お
わ
り
ま
し
た
。

「
消
費
税
が
一
括
で
収
め
ら
れ
な
い
、
税
務
署
で
分
納
相

談
は
で
き
る
だ
ろ
う
か
」
と
問
い
合
わ
せ
が
あ
り
ま
し
た
。

相
談
者
は
早
速
税
務
署
へ
納
税
相
談
に
い
っ

て
き
ま
し
た
。

ま
た
、
法
人
の
会
員
さ
ん
も
消
費
税
を

一
括
で
収
め
ら
れ
な
い
の
で
税
務
署
に
連

絡
を
す
る
そ
う
で
す
。

年次有給休暇の発生要件と付与日数

労働基準法において、労働者は

1 雇入れの日から６ヶ月継続して雇われている

2 全労働日の８割以上を出勤している

この２点を満たしていれば年次有給休暇を取得することができます。

ま
た
、
元
請
け
か
ら
労
災
の
特
別

加
入
に
入
っ
て
い
る
証
明
の
提
出
を

も
と
め
ら
れ
て
い
る
会
員
さ
ん
も
い

ま
し
た
。
事
務
組
合
と
し
て
証
明
書

を
出
し
ま
し
た
。
特
別
加
入
者
で
証

明
が
必
要
な
方
は
民
商
ま
で
連
絡
を

く
だ
さ
い
。

勤続勤務年数   月  年  月  年  月  年  月  年  月  年  月  年  月

付与日数   日   日   日   日   日   日   日

労
災
特
別
加
入
で
相
談
入
会

４
月
か
ら
建
設
現
場
に
入
る
た
め
に
一
人
親
方
の

労
災
に
加
入
し
た
い
と
会
外
業
者
か
ら
相
談
が
あ
り

ま
し
た
。
後
日
、
民
商
に
入
会
し
一
人
親
方
の
労
災
に

も
加
入
と
な
り
ま
し
た
。

「解体工事業の登録」で相談

建設業の「とび、土工工事業」の許可を受けている建設業

者について平成３１年５月３１日までの経過措置で「解体工

事業」の許可を受けなくても解体工事を施工することができ

ていましたが、平成３１年６月１日以降「解体工事」を施工

する場合は手続きが必要です。

 ５００万円以上の解体工事を施工する場合

「解体工事業」の許可が必要

 ５００万円未満の解体工事のみ施工する場合

「解体工事業」の登録が必要

 解体工事業、土木工事業、建築工事業の許可を有する建

設業者は、５００万円未満の解体工事を施工することが

できます。

パートタイム労働者など、所定労働日数が少ない労働者に対する付与日数

 パートタイム労働者など、所定労働日数が少ない労働者については、年次有給休暇の日数は所定労働日数に応じて比例付与されます。

 比例付与の対象となるのは、所定労働時間が週３０時間未満で、かつ、週所定労働日数が４日以下または年間の所定労働日数が２１

６日以下の労働者です。
週所定労
働日数

 年間 所定
労働日数

継 続 勤 務 年 数
  月  年  月  年  月  年  月  年  月  年  月

 日        日
付与日数

 日  日  日 日 日 日 日

 日    日    日  日  日  日  日  日 日 日

 年  月以上

10 12 13 15
10 11

表内太枠で囲った部分に

該当する労働者は、4月から
義務化される年 5 日の年次
有給休暇の確実取得の対象。


